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第 12 章 環境リスクの負担のあり方 
―逆進性の是正策としての自然資源損害賠償制度― 
 
桑名謹三 
 
1. はじめに 
 
現代社会においては，すべての人が環境リスクに暴露している。たとえば，事業場から排
出される有害物質による健康被害のリスクにすべての人がさらされていることは，環境工
学の知見からは明らかだといえる。このことは，伊坪・稲葉（2005）などの，環境工学に
よる有害化学物質のライフサイクル環境評価の手法を見れば理解できる。 
したがって，環境政策を実施する際には，環境リスクが個々の人々にどのように配分され
るべきかに関する原則・規範が必要となる。しかしながら，環境リスクの配分方法に関す
る原則・規範を示唆するような環境政策における原則は存在しない。たとえば，汚染者負
担の原則は，環境汚染に伴う損害・費用の負担方法を示したものであって，個々の被害者
がリスクをどう負担すべきかという点については，なんら示唆するところはない。また，
Shavell（1987）は，パレート効率的なリスク配分はどのようなものか，また，社会的厚生
を最大化するリスク配分はどのようなものかについて分析をしているものの，リスクに暴
露している個々の人々の間のリスクの配分の手法については，一切言及していない。 
ところで，環境訴訟（公害訴訟）において，加害企業が有責とされるか否かの判断は，個々
の人々，ここでは，被害者がどのように環境リスクを受け入れるべきかの原則・規範を示
唆するものである。なぜなら，加害企業が無責とされた場合には，被害者はその環境リス
クに起因する損害を負担しなければならないからである。つまり，加害企業が無責とされ
た場合は，裁判官が当該環境リスクについては，被害者側が負担すべきであると判示して
いるのである。 
そこで，本論においては，環境訴訟の裁判例の示唆する点より，環境リスクの負担は一種
の税の負担に相当すると考え，環境リスクの負担に関する原則・規範がどのようなもので
あるべきかを検討する。それとともに，本来であれば実証的データによって，日本におい
て個々の人々の間の環境リスクの負担量がどのようになっているかを示さなければならな
い。しかしながら，そのようなデータは存在しないことから，簡単な経済学のモデルを用
いて，現実の社会において，環境リスクの負担がどのようになっているのかを分析する。 
なお，ここで，分析の対象となる環境リスクについては，個々の人々が暴露している環境
リスクそのものではなく，その環境リスクから損害賠償制度を活用して加害者からてん補
される損害賠償金の期待値を差し引いた正味の環境リスク（以下「保有環境リスク」とい
う。）とする。理由は，損害賠償制度を活用できるかどうかは，個々の人々がおかれた社
会の状況により異なることから，保有環境リスクの多寡を分析することによって，個々の
人々がおかれた社会の状況がどのような効果を有するのかを明らかにすることができるた
めである。保有リスクという概念は，企業の経営に関するリスクマネジメント論で使用さ
れるもので，実際に，金融庁が金融機関の経営状況の評価するとき，また，格付け会社が
企業の格付けを決定するときの判断材料の 1 つが当該金融機関・企業の保有リスクである。 
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さらに，本論では，人間の健康被害を保護利益としていない自然資源損害賠償制度の導入
が，保有環境リスクの格差を是正する機能を有することを明らかにし，加えて，自然資源
損害賠償制度の導入に必要なことは何であるかを検討する。 
 
2. 保有環境リスクのあり方 
 
環境訴訟（公害訴訟）において，加害者の過失・違法性を判断する手法の 1 つとして受忍
限度論が存在する。『法律用語辞典』（有斐閣）には，「受忍限度とは，公害問題等に関
する概念で，社会生活において人が騒音，煙，振動などで互いに他人にかけている迷惑を
社会的に認容すべき範囲をいう。これを超えない場合には，不法行為による損害賠償請求
又は差止請求は成立しない。」とある。また，野村（1967）は，「従来別々に論じられて
きた故意・過失および違法性は，少なくともニューサンスに関する限り，これからは統一
的に判断されるべきである。そして，それらの概念にとって代わって，受任限度の概念が
導入されるべきである。」とし，公害訴訟においては，加害企業の有無責を受忍限度論の
みで判断すべきと主張した。そして，名古屋新幹線事件（名古屋高裁昭和 60 年 4 月 11 日
判決）や，広島市北部ごみ処理場事件（広島高裁昭和 59 年 11 月 9 日判決）などの多くの
判決に受任限度論が適用された。 
ところで，受任限度は，被害者が保有すべき環境リスクの程度を裁判官が判事したものと
いえる。なぜなら，受忍限度以下の環境リスクであれば，被害者は保有しなければならな
いからである。受任限度論の背景にある考え方は，「公害を，現代社会においては（経済
的・技術的理由から）不可避的に生じる現象であり，場合によれば，ある程度まで受忍し
なければならない。」ということである（吉村，2002，p.214）。換言すれば，現代社会の
便利さや快適さを享受するためには，最低限度，我慢しなければならない（保有しなけれ
ばならない）環境リスクが受忍限度以下の環境リスクであるということである。つまり，
保有環境リスクは，現代社会において，社会的経済的活動を円滑ならしめるために，国家
より保有を強制されたリスクといえる。 
保有環境リスクは負財であり，その負財の取得を国家から強制されたということは，保有
環境リスク相当額を国家に支払っていると擬制できる。つまり，保有環境リスクは租税と
みなすことができるのである。したがって，保有環境リスクがどのように配分されるべき
かについて検討するためには，どのような税負担が公平と考えられているかについて知る
必要がある。 
そこで，以下において所得税負担に関する公平性の考え方をみておくこととする。多くの
種類の税のうち所得税を採り上げた理由は，所得税の公平性を分析することが最も個人間
の税負担の平等の概念を抽出しやすいと考えられるためである。日本国憲法 14 条（法の下
の平等）は，所得税を累進課税とすべきか，比例課税とすべきか明確に規定していない。
しかしながら，日本国憲法 25 条（生存権）の存在を考慮すると，日本国憲法は暗黙の前提
として所得税や相続税の累進性を前提としていると考えられる（小山，2004）。実際に，
税法上の公平には，①「水平的公平」と②「垂直的公平」があるとされ，水平的公平とは
同様な状況にある者は，同様に課税されなければならないという原則であって，垂直的公
平とは，異なった状況にある者は，異なる課税をされねばならない（累進課税を課さなけ
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ればならない）ということである（水野，2003，p.11）。この垂直的公平の考え方は，換
言すれば，応能負担原則（＝負担公平原則＝租税平等主義の原則）は，税法の解釈・適用
の際の原則ではなく，立法論レベルの原則であり，ときに成立した租税法がこの原則に違
反して違憲無効（13 条（個人の尊重，生命・自由・幸福追求の権利），14 条（法の下の平
等），25 条（生存権，国の生存保障義務），29 条（財産権の保障）に違反することによる
無効）となることもありうる（北野，2003，p.137）。つまり，租税平等主義においては，
担税能力に応じて税負担を公平に配分しなければならないということであり，もし，その
公平が経済的効率性とトレードオフになれば原則として公平を優先させるべきである（小
山，2004）。 
したがって，租税と保有環境リスクが同種のものであるとすれば，環境リスクの保有能力
の高い者ほど，大きな環境リスクを保有するのが公平であることとなる。当然，環境リス
クを保有することは，環境リスクに起因した損害が発生した場合に，その損害を自ら補て
んしなければならない。つまり，環境リスクの保有能力は所得水準が高いほど高くなると
いえる。所得レベルが高い人ほど，その保有環境リスクが大きくなることが公平な保有環
境リスクの配分となるといえる。環境政策は保有環境リスク応能負担の原則を政策目標と
しなければならないと考えられる。 
 
3. 保有環境リスクのモデル分析 
 
ここでは，経済学のモデルを用いて，現実の社会において保有環境リスク応能負担の原則
が成立しているかどうかを確認する。なお，本節および 5 節でのモデル分析においては，
行政法による排出規制の効果を考慮していない。理由は，①規制対象となっている有害物
質が限定されていること，②規制対象となっている事業場が限定されていること，③行政
による排出量のモニタリングが適切に行なわれているか否かについて不確実性があること，
である。 
3.1 モデル 
今，排出量が vの有害物質を排出する企業の事業場が事業場周辺の人口密度が hρ の地域で
操業しているものとする。このとき，有害物質の影響が及ぶ範囲の面積を ( )vSh とし，事業
場周辺の住民 1 人が暴露する環境リスクの量を ( )vRh とする。企業が有害物質の削減に要す
る費用を ( )vA とする。このとき，全住民が暴露するリスクの量の合計は，
( ) ( )vRvS hhhρ ( )vBhhρ= となる。 ( ) ( ) ( )vRvSvB hhh = である。vの増加とともに加速度的に住民
が暴露するリスクの量の合計値が増加するものと想定し， 
0>dvdSh ， 0>dvdRh ， 022 >dvRd h ， 022 >dvBd h   (1) 
を仮定する。企業の有害物質の削減費用 ( )vA については，vが増加したときに減少し，その
減少の程度は vの増加とともに小さくなると想定する。したがって， 
0<dvdA ， 022 >dvAd       (2) 
を仮定する。 
次に有害物質により被害を受けた住民が企業に対して損害賠償請求をする確率（以下「損
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害賠償率」という。）を hα とし，住民が企業に対して損害賠償請求した場合に，その請求
に関して企業が有責であると裁判所から認定される確率（以下「有責率」という。）を hβ と
する。さらに，住民の所得レベルを I とする。 
環境訴訟においては，その損害の発生のメカニズムが複雑で加害と被害の因果関係の立証
や，被告である企業の過失を立証するための費用が高額になる。筆者がインタビューした
大規模大気汚染訴訟の弁護士によれば，提訴する段階で必要な印紙代が無料になれば，原
告団の規模は 2～3 倍になったとのことである。また，同氏によれば，加害と被害の因果関
係を立証するための数値シミュレーションに 1 千万円に近い費用がかかったとのことであ
った。つまり，提訴する側の住民の所得レベル I が高いほど，損害賠償率 hα も，有責率 hβ
も大きくなるということである。したがって， 
0>∂∂ Ihα ， 0>∂∂ Ihβ       (3) 
を仮定する。 
このとき，企業が負担する環境リスクに伴う費用Cは，企業は住民から損害賠償請求があ
り，かつ，そのとき，裁判所が企業に責任があると認定した場合に限り環境リスクを負担
することに注意すると 
( ) ( )vBvAC hhhh ρβα+=       (4) 
となる。 
このとき，企業はCを最小化する有害物質の排出量 vˆを採用するものとする。 vˆは，損害
賠償率 hα ，有責率 hβ ，人口密度 hρ の関数となるので 
( )hhh ,,vˆvˆ ρβα=        (5) 
と書ける。 
また，住民の保有環境リスク tは，住民が暴露している環境リスクから，住民が企業に損
害賠償請求をし，かつ，裁判所がその請求に対して企業が有責であると認定したときに得
られる損害賠償金の期待値を控除した額であることから， 
( ) ( )vˆRt hhβα−= 1        (6) 
となる。 
3.2 分析 
(4)式より 
( ) ( )vBvAdvdC hhhh ′+′= ρβα      (7) 
であり， vˆは 0=dvdC を満たす。そこで，(7)式より 0=dvdC の両辺を vおよび hhh ρβα で
全微分すると，(1)式，(2)式より 
0<hhhdvˆd ρβα        (8) 
が得られる。したがって， 
0<∂∂ hvˆ α ， 0<∂∂ hvˆ β ， 0<∂∂ hvˆ ρ     (9) 
である。次に(9)式に注意すると 
( ) ( ) ( ) 01 <−−∂∂′=∂∂ vˆRvˆvˆRt hhhhhhh ββααα     (10) 
( ) ( ) ( ) 01 <−−∂∂′=∂∂ vˆRvˆvˆRt hhhhhhh αβαββ     (11) 
( ) ( ) 01 <−∂∂′=∂∂ hhhhh vˆvˆRt βαρρ      (12) 
が得られる。つまり，損害賠償率，有責率，人口密度が大きくなれば，保有環境リスクは
小さくなることがわかる。次に(3)式に注意すると， 
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( )( )ItIt hh ∂∂∂∂=∂∂ αα  
( )( ) 0<∂∂∂∂+ It hh ββ
  (13) 
である。つまり，所得レ
ベルが高くなると保有環
境リスクは減少すること
がわかる。したがって，
保有環境リスクは，応能
負担の原則とはかけ離れ
た，逆進性を有する租税
と同様の働きを有するの
である。 
ここで，さらに人口密
度 hρ と所得レベル I の
関係をみておきたい。図
1 は，日本の都道府県ご
との人口密度と 1 人あた
りの所得をプロットした
ものである。人口密度は
国立社会保障・人口研究
所の人口統計資料の 2003 年度の値を，県民 1 人あたりの所得は内閣府の県民経済計算の
2003 年度の値を採用した。人口密度と 1 人あたりの所得の相関係数は 0.65 程度であり正の
相関がある。つまり，今の日本の現状では， 
0>∂∂ Ihρ        (14) 
がいえることとなる。したがって，(14)式が成立するときは， 
( )( ) ( )( ) ( )( )ItItItIt hhhhhh ∂∂∂+∂∂∂∂+∂∂∂∂=∂∂ ρρββαα   (15) 
となる。(12)式と(14)式に注意すると，(13)式の It ∂∂ よりも，(15)式の It ∂∂ の方が小さいこ
とがわかる。つまり，日本の現状を考慮すると，保有環境リスクの逆進性の程度は一層大
きくなるのである。以上より，次の命題を得る。 
【命題 1】 
一般に所得レベルの高い人の保有環境リスクは所得レベルの低い人に比べて小さい。した
がって，保有環境リスクは逆進性を持つ租税と同じ働きをする。さらに，所得レベルが高
い地域の人口密度が大きいという日本の現状の特徴を考慮すれば，保有環境リスクの逆進
性は一層大きくなる。 
 
次に経済学の社会的厚生を最大化すべしという規範と，保有環境リスクの応能負担という
規範が同時に満たされるかどうかについて確認しておく。 1== hh βα という特別な場合にお
いては，(6)式より保有環境リスクはゼロになる。この場合は，そもそも負担がなくなるの
であるから，一応，応能負担の原則が満たされているものと考えることとする。このとき
の，企業については，(4)式で表される企業の費用にリスクの全額が含まれる，換言すれば，
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図 1 人口密度と所得 
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リスクが完全に内部化されることから，一見すると，経済学における社会的厚生の最大化
がなされているように判断されるかもしれない。しかしながら，そうではないのである。
Polinsky and Shavell（1998）が示すとおり，経済学においては，リスクの内部化の程度に
加えて，訴訟費用による厚生損失をも重要視するのである。つまり， 1=hα という特別な状
態においては，損害が発生したときは，すべて訴訟が提起されることとなり，訴訟件数も，
それに伴う訴訟費用も膨大になる。したがって， 1== hh βα という特別な場合において，経
済学でいうところの社会的厚生の最大化は実現していないのである。経済学は， hα を限り
なくゼロに近づけながら，それと同時に 1== hh βα という特別な場合における企業の行動に
近い行動を企業がとるように（リスクの内部化の程度が高まるように），損害賠償法の仕
組の調整によって誘引することを目指している。経済学は，環境リスクに起因する損害の
被害者が救済されるか否かは重要でないのである。以上より，次の命題を得る。 
【命題 2】 
経済学における社会的厚生の最大化という規範と保有環境リスクの応能負担の原則とい
う規範が同時に達成されることはない。 
 
4. 自然資源損害賠償制度とは 
 
ここでは，自然資源損害賠償制度とはどのようなものかについて，示しておくこととした
い。なお，自然資源損害賠償制度は，米国であれば各州において異なり，また，EU におい
ても加盟国間で異なることから，ここで述べるのは制度の大枠であることに留意されたい。 
4.1. 概要 
自然資源，具体的には，動物や植物そしてそれらが織り成す生態系に企業が損害を与えた
ときに，それらの自然資源を管理する行政が企業に対して当該自然資源の復旧を命じるこ
とができる制度である。企業が復旧命令に応じない場合は行政が復旧作業を行い，その費
用を企業に請求できる。企業がその費用を支払わない場合は，行政は裁判を起こし司法の
判断を仰ぐこととなる。 
4.2. 制度が形成された経緯 
米国のコモンローの理論である公共信託理論によって，米国においては，自然資源に損害
を与えた者に対してその復旧を命じることができた。その後，コモンローで築き上げられ
てきた内容が CERCLA（Comprehensive Environmental Response Compensation and 
Liability Act of 1980）や Oil Pollution Act（1990）などの制定法に明確に規定された。そ
の後，カナダにおいて，1999 年に Canadian Environmental Protection Act が制定され自
然資源損害賠償制度が導入された。EU においては，2004 年 4 月採択された Environmental 
Liability Directive（2004/35/EC）に従い現在，自然資源損害賠償制度の導入が進んでいる
ところである。また，1969 年の Civil Liability Convention（CLC；油による汚染損害につ
いての民事責任に関する国際条約）においても，自然資源の損害がカバーされている。 
4.3. 運用の内容 
1） 対象となる自然資源 
EU においては対象となる自然資源が特定されているが，他のスキームでは特定の自然
資源のみをカバーする制度ではない。 
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2） 企業の負担する費目 
企業の負担するおもな費目は，①復旧費（restoration cost），②損害防止費用（preventive 
cost）③逸失利益（interim loss）である。逸失利益とは，自然資源が損害を受け復旧する
までの間に提供したサービスと，もし損害がなかった場合に提供されたであろうサービス
との差額である。CLC の場合は逸失利益は自然資源の損害とみなされないが，他のスキー
ムでは，カバーされる。 
3） 復旧とは 
復旧とは損害を受けた自然資源を損害を受ける前の状態に戻すことである。損害が生じ
た場所での自然資源の復旧が不可能な場合は，他の場所で損害を受けた自然資源と同様の
サービスを提供する自然資源を作り出すことも復旧とみなされる。なお，CLC の場合は，
損害が生じた場所以外での復旧は復旧と認められない。 
4） 原告適格 
自然資源に損害を与えた企業を訴えることができるのは行政である。ただし，カナダ，
EU のスキームは，行政が提訴しない場合に，その行政に対して環境 NGO 等の私人が提
訴することを要請できるようになっている。CLC の場合は，行政に加えて，私人であって
も実際に復旧活動を行なった者は提訴することができる。 
4.4. 日本の状況 
日本は主要先進国で唯一包括的な自然資源損害賠償制度がない国となっている。ただし，
大塚（2008）のように，自然資源損害賠償制度と同様のことは，日本においても自然環境
保全法などの行政法を用いて行なうことができるとする論者もいる。しかしながら，自然
資源損害賠償制度でカバーされている逸失利益は，日本の行政法ではカバーできないこと，
さらに，日本の行政法においては，環境 NGO 等の私人が自然の復旧の要請をできないこと
などを，換言すれば，日本の行政法においては，企業が負担するリスクが自然資源損害賠
償制度を導入した場合に比べて著しく小さくなる可能性があることに目を向けるべきであ
ろう。なお，タンカーによる海洋油濁事故に伴う自然資源の損害については，日本におい
ても CLC に対応する国内法に従い，その復旧費を加害者である企業に請求することができ
る。 
 
5. 自然資源損害賠償制度導入の効果のモデル分析 
 
ここでは，3 節で保有環境リスクの分析を行ったモデルが想定していた状態において自然
資源損害賠償制度が導入された場合に，どのような変化が生じるのかを把握する。ここで
の分析の重要な前提条件は，3 節のモデルにおいて事業場が排出し，周辺の住民に健康被害
を与える有害物質が，人間だけでなく自然資源へも同時に損害を与えることである。この
ことは，伊坪・稲葉（2005）などの生態毒性を分析した環境工学の文献において，生態毒
性を有する物質として分析の対象となっている物質のすべてが人間に対しても毒性を有す
る物質であることに依拠している。 
5.1 モデル 
今，排出量が vの有害物質を排出する企業の事業場が事業場周辺の自然資源の単位面積あ
たりの量（以下「自然資源密度」という。） nρ の地域で操業しているものとする。自然資
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源の量とは，たとえば生物の個体数であるとか，湿地の面積であるとか，様々な捉え方が
できる。このとき，有害物質の影響が及ぶ範囲の面積を ( )vSn とし，事業場周辺の 1 単位の
自然資源が暴露する環境リスクの量を ( )vRn とする。企業が有害物質の削減に要する費用は，
3 節のモデルと同じ ( )vA である。このとき，全自然資源が暴露するリスクの量の合計は， 
( ) ( )vRvS nnnρ ( )vBnnρ= となる。 ( ) ( ) ( )vRvSvB nnn = である。vの増加とともに加速度的に自然
資源が暴露するリスクの量の合計値が増加するものと想定し， 
0>dvdSn ， 0>dvdRn ， 022 >dvBd n     (16) 
を仮定する。次に有害物質により被害を受けた自然資源を管理する行政が企業に対して損
害賠償請求をする確率（以下「損害賠償率」という。）を nα とし，行政が企業に対して損
害賠償請求した場合に，その請求に関して企業が有責であると裁判所から認定される確率
（以下「有責率」という。）を nβ とする。 
このとき，企業が負担する環境リスクに伴う費用 nC は，住民の健康被害と自然資源の損
害とについて，企業は住民・行政から損害賠償請求があり，かつ，そのとき，裁判所が企
業に責任があると認定した場合に限り環境リスクを負担することに注意すると 
( ) ( ) ( )vBvBvAC nnnnhhhhn ρβαρβα ++=     (17) 
となる。(4)式と(17)式を比較すると，企業が有害物質を排出することに伴い負担する費用
は，自然資源損害賠償制度の導入に伴い増加していることがわかる。 
このとき，企業は nC を最小化する有害物質の排出量 nvˆ を採用するものとする。 nvˆ は，住
民の健康被害に関する損害賠償率 hα ，自然資源の損害に関する損害賠償率 nα ，住民の健康
被害に関する有責率 hβ ，自然資源の損害に関する有責率 nβ ，人口密度 hρ ，自然資源密度 nρ
の関数となるので 
( )nnnhhhnn ,,,,,vˆvˆ ρβαρβα=      (18) 
と書ける。 
また，住民の保有環境リスク nt は，住民が暴露している環境リスクから，住民が企業に損
害賠償請求をし，かつ，裁判所がその請求に対して企業が有責であると認定したときに得
られる損害賠償金を控除した額であることから， 
( ) ( )nhhn vˆRt βα−= 1       (19) 
となる。 
5.2 分析 
(17)式より 
( ) ( ) ( )vBvBvAdvdC nnnnhhhhn ′+′+′= ρβαρβα     (20) 
であり， nvˆ は 0=dvdCn を満たす。そこで， hα ， hβ ， hρ を固定して(20)式より 0=dvdCn
の両辺を vおよび nnn ρβα で全微分すると (1)式，(2)式，(16)式より 
0<nnnn dvˆd ρβα        (21) 
が得られる。 
ところで，自然資源損害賠償制度の導入とは， nnn ρβα がゼロから正の値へ増加したこと
と考えることができる。したがって，自然資源損害賠償制度の導入により企業が採用する
有害物質の排出量は小さくなる。つまり， 
vˆvˆn <         (22) 
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が成立する。このとき，(6)式と(19)式に注意すれば， 
ttn <         (23) 
となることがわかる。自然資源損害賠償制度の導入によって，すべての住民の保有環境リ
スクは小さくなるのである。 
さらに， hhhh ϕρβα = ， nnnn ϕρβα =  とおいて(21)式を導いた手法と同様のロジックにより 
( ){ } ( ) ( ) ( ){ } 0<′′+′′+′′′−= vBvBvAvBdvˆd nnhhhhn ϕϕϕ    (24) 
が得られる。(24)式より 
0<∂∂ hnvˆ α ， 0<∂∂ hnvˆ β ， 0<∂∂ hnvˆ ρ     (25) 
であることがわかる。次に hnvˆ α∂∂ ， hnvˆ β∂∂ ， hnvˆ ρ∂∂ が nϕ  の変化によってどのような
影響を受けるかを調べる。(24)式より 
( ) ( ) ( ) ( ){ } ( ) ( ) ( ) ( ){ } ( )
( ) ( ) ( ){ }2vBvBvA
vBvBvBvAvvBvBvBvAvvB
d
vˆd
nnhh
nnnhh
n
hnnhh
n
h
h
n
n ′′+′′+′′
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ′′+′′′+′′′+′′′∂
∂′−′′+′′+′′∂
∂′′
−=⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
∂
∂
ϕϕ
ϕϕϕϕϕϕ
ϕϕ
        (26) 
が得られる。(21)式より 0<∂∂ nv ϕ であるから， 
( ) 0<′′′ vA ， ( ) 0<′′′ vBh ， ( ) 0<′′′ vBn      (27) 
が成立すれば，(1)式，(2)式，(16)式より 
0>⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
∂
∂
h
n
n d
vˆd
ϕϕ        (28) 
となる。したがって， 
0>⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
∂
∂
∂
∂
h
n
n
vˆ
αϕ ， 0>⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
∂
∂
∂
∂
h
n
n
vˆ
βϕ ， 0>⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
∂
∂
∂
∂
h
n
n
vˆ
ρϕ    (29) 
ところで(1)式，(16)式，(19)式，(25)式より 
( ) ( ) ( ) 01 <−−∂∂′=∂∂ nhhhhhnnhhn vˆRvˆvˆRt ββααα    (30) 
( ) ( ) ( ) 01 <−−∂∂′=∂∂ nhhhhhnnhhn vˆRvˆvˆRt αβαββ    (31) 
( ) ( ) 01 <−∂∂′=∂∂ hhhnnhhn vˆvˆRt βαρρ     (32) 
であるが，ここで(30)～(32)式を nϕ で偏微分すると 
( ) ( ) ( ) ( )
n
n
nhh
h
n
n
nh
h
n
n
n
nhhh
h
n
n
vˆ
vˆR
vˆ
vˆR
vˆvˆ
vˆR
t
ϕβϕαϕαϕβααϕ ∂
∂′−⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ ∂
∂
∂′+∂
∂
∂
∂′′−=⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
∂
∂
∂
∂ 1 (33) 
( ) ( ) ( ) ( )
n
n
nhh
h
n
n
nh
h
n
n
n
nhhh
h
n
n
vˆ
vˆR
vˆ
vˆR
vˆvˆ
vˆR
t
ϕαϕβϕβϕβαβϕ ∂
∂′−⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ ∂
∂
∂′+∂
∂
∂
∂′′−=⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
∂
∂
∂
∂ 1 (34) 
( ) ( ) ( ) ⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ ∂
∂
∂′+∂
∂
∂
∂′′−=⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
∂
∂
∂
∂
h
n
n
nh
h
n
n
n
nhhh
h
n
n
vˆ
vˆR
vˆvˆ
vˆR
t
ϕρϕρϕβαρϕ 1   (35) 
が得られる。(27)式が満たされるとき，(1)式，(21)式，(25)式，(29)式より(33)～(35)式の符
号は正となる。つまり，(27)式が満たされるとき，自然資源損害賠償制度を導入すること，
換言すれば， nϕ がゼロから正の数へ増加すると，保有環境リスクに対する損害賠償率，有
責率，人口密度の負の影響度合いが緩和されることとなる。自然資源損害賠償制度が導入
されることによって，所得レベル I が損害賠償率，有責率，人口密度に与える影響，つまり，
Ih ∂∂α ， Ih ∂∂β ， Ih ∂∂ρ は変化しないことから，3 節で示された保有環境リスクの逆進性
は，(27)式が満たされるときは，自然資源損害賠償制度の導入によって緩和されることとな
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る。(27)式の意味すると
ころは，企業の費用関数，
リスクを示す関数が有害
物質の排出量に過度に敏
感にならないことである。
具 体 例 を 挙 げ れ ば ，
( ) vvA 1= で ( )vBh ， ( )vBn
が λv（ただし， 32 <≤ λ で
ある。）の場合に(27)式
が成立することから，
(27)式が成立することは
現実味があるといえる。 
ここで，現実の社会に
おいて人口密度と自然資
源密度の関係がどうなっ
ているかについてみてみ
ることとする。自然資源
密度は，自然資源を具体
的に何と設定するかによ
って異なると考えられる。
ここでの分析においては，自然資源を森林であるとする。理由は，森林は少なくとも自然
資源損害賠償制度の対象となり森林が企業が排出する有害物質によって破壊された場合に，
自然資源損害賠償制度が導入されていたならば，行政は当該森林の復旧を企業に命じるこ
とができるからである。図 2 は，都道府県別の人口密度と森林率をプロットしたものであ
る。人口密度は国立社会保障・人口研究所の人口統計資料の 2003 年度の値を，森林率は農
林水産省の 2002 年度の値を採用した。明らかに 2 つの変数は負の相関関係がある。相関係
数は－0.65 程度である。したがって，日本の現状を勘案すると， 
0<∂∂ hn ρρ        (36) 
が成立する。自然資源損害賠償制度が導入された場合に，人口密度が保有環境リスクにど
のような影響を与えるのかを確認する。(36)式に注意しながら， 0=dvdCn の両辺を vおよ
び hρ で全微分することにより， 
( ) ( )( )
( ) ( ) ( )vBvBvA
vBvBvˆ
nnnnhhhh
hnnnnhhh
h
n
′′+′′+′′
∂∂′+′−=∂
∂
ρβαρβα
ρρβαβα
ρ     (37) 
となり，(37)式の符号は定まらない。住民の健康被害のリスクの有害物質の排出量の変化に
ともなう変動が自然資源のリスクのそれより小さいとき，つまり ( ) ( )vBvB nh ′<′ であり，かつ，
nnβα が大きいときには，(37)式の符号が正となることもありうる。そのとき(32)式の不等号
より左の部分を勘案すると人口密度が増加すると保有環境リスクが増大することもありう
る。人口密度が保有環境リスクに与える影響が自然資源損害賠償制度を導入することによ
って，導入前とは全く逆の影響を与える可能性がある。この場合に，人口密度と所得が正
の相関があるという日本の現状を勘案したときには，自然資源損害賠償制度の導入によっ
0
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図 2 人口密度と森林率 
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て人口密度と所得の関係が変化すること，換言すれば， Ih ∂∂ρ が自然資源損害賠償制度の
導入の影響を受けるとは考えられないことから，保有環境リスクの逆進性は緩和されるこ
ととなる。以上より次の命題を得る。 
【命題 3】 
一般に自然資源損害賠償制度の導入によって保有環境リスクは減少する。また，企業の有
害物質削減費用関数，住民の健康被害のリスクを示す関数，自然資源の損害のリスクを示
す関数が有害物質の排出量に一定以上敏感に反応しない場合は，保有環境リスクの逆進性
は緩和される。また，日本における人口密度と所得レベルの正の相関，および，人口密度
と自然資源密度の負の相関を勘案すれば，保有環境リスクの逆進性は緩和される。 
命題 3 から言えることは，自然資源損害賠償制度により，すべての人の保有環境リスクが
低減することから，環境リスクに伴う人の健康被害を抑制するための政策手段として自然
資源損害賠償制度が有効であるということである。また，日本においては，保有環境リス
クの応能負担の原則に，現状を近づけるための手段としても，自然資源損害賠償制度を活
用できるということである。 
 
6. 自然資源損害賠償制度導入と公共圏の形成 
 
3 節において，日本における保有環境リスクは，応能負担の原則から乖離し逆進的になっ
ていることがわかった。さらに，5 節の分析から自然資源損害賠償制度を導入することによ
って，現状の保有環境リスクの逆進性が緩和されることがわかった。 
ところで，製造物責任法が 1995 年に施行されているが，これは，産業界の激しい反対に
合いながらも，スモン事件やカネミ油事件などの悲惨な事件を目の当たりにして消費者団
体を中心として公共圏が形成されたことの結果といえる。 
熊谷（2004）は，長野オリンピックを事例として挙げながら，新たな環境問題が発生し，
それに対する環境運動が起こることによって公共圏が形成さるとしている。したがって，
自然資源損害賠償制度についても，実際に自然資源損害賠償制度の対象となるような事故
が生じたときに公共圏が形成され導入への議論が展開するようになると考えられる。しか
しながら，日本においては，自然資源損害賠償制度が話題となってもおかしくないような
事件が実際に起こっている。それは，1997 年 1 月 2 日に発生したロシア船籍のナホトカ号
（13,147 トン）の隠岐島付近での折損に伴う油濁事故である。積荷の C 重油 6,240kℓが流
出し島根県から秋田県にいたる 1 府 8 県に漂着した。100 万人とも言われるボランティア，
行政，NGO の協働によって油の回収作業が行なわれた。被害総額は，タンカーによる被害
としては日本史上最大の約 360 億円（自然資源への損害を含まず）となった。360 億円の
うち油による汚染損害の補償のための国際基金の設立に関する国際条約（Fund 
Convention）に基づく基金（以下「基金」という。）と船主より 261 億円が支払われた。
柴田・高木ら（1997）によれば，この事件より回収された海鳥は，1,315 羽（実際に被害に
あった鳥の数はこの値の数倍と言われている。）で日本野鳥の会，野生動物救護獣医師協
会，日本獣医師会などのボランティアによって救護が行なわれ約 100 羽が放鳥された。被
害に遭った鳥の中には，ウミスズメ，ウミガラス，ハヤブサ，カンムリウミスズメなどの
絶滅危惧種も含まれていた。 
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当然，海鳥の保護に要する費用は自然の復旧費の一部とみなされる（Brans，2001，p.40）。
しかも，4 節で述べたとおり，ナホトカ号事件は CLC の対象であることから，自然の復旧
費として水鳥の保護に要した費用を基金・船主に請求できるはずである。しかしながら，
ナホトカ号事件で基金および船主に請求された費目のうちで自然の復旧費に該当するもの
はなかった（後藤ら，2007）。 
つまり，ナホトカ号事件の際には，自然資源損害賠償制度を利用できたにもかかわらず，
利用していないのである。このときに自然資源損害賠償制度が注目されていれば，今の日
本の状態は改善されていたかもしれない。なぜ，自然資源損害賠償制度が活用できなかっ
たかといえば，専門家が自然資源損害賠償制度について，実際に制度を活用するのに必要
な知識を有していなかったことが大きな原因と考えられる。たとえば，富山大学環日本海
地域研究センター（1999）は，ナホトカ号事件による自然の損害額の仮想評価法（CVM；
Contingent Valuation Method）での分析がメインとなっているが，CVM でいくら分析し
たところで，自然資源損害賠償制度の活用にはつながらないのである。しかも，現在では，
CVM による環境評価が裁判における証拠としては極めて脆弱であることも指摘されてい
る（新井，2004）。 
いずれにしても，ナホトカ号事件において自然資源損害賠償制度が注目されることはなか
った。しかしながら，EU での自然資源損害賠償制度の導入の進展に伴い，2009 年の『ジ
ュリスト』1372 号で自然資源損害賠償制度の特集が組まれるなど，徐々にではあるが自然
資源損害賠償制度に環境法学者が注目するようになってきている。したがって，次にナホ
トカ号事件クラスの大規模な自然資源の損害が生じたときには，ナホトカ号事件のときよ
りは，自然資源損害賠償制度が知られるようになると思われる。 
ところで，環境の質は奢侈財である可能性が高いといわれている（Kolstad，1999，p.256）。
また，鬼頭（1996）は，人間を「生身」の人と「切り身」の人に区分して，従来の自然保
護は「切り身」の人の発想でしかなかったと論じている。さらに Dowie（1995）は米国に
おける初期の環境運動（自然保護運動）を「豊かな人たちのおもちゃ」と評している。つ
まり，自然資源損害賠償制度を導入すべきと考える人たちは所得レベルが高い，「切り身」
の人たちであると考えられる。保有環境リスクの分析で明らかになったように，所得レベ
ルが低い人たちの保有環境リスクは相対的に大きいが，彼らは大きな社会的影響力を持ち
にくいことから，所得レベルが低い人たちが公共圏を形成し，自らの保有環境リスクを低
減させようとするのは困難を伴う。しかしながら，所得レベルの高い，社会的影響力の大
きい人たちが自らの嗜好に従い自然資源損害賠償制度を支持する公共圏を形成し，制度導
入の機運を盛り上げることは充分可能である。結果として自然資源損害賠償制度が導入さ
れれば，すべての人の保有環境リスクが減少し，その逆進性も緩和されるのである。 
 
7. まとめ 
 
保有環境リスクについては，それを一種の租税と擬制すると，保有環境リスクは応能負担
させるべきであるという規範が導き出せる。しかしながら，現実の社会においては，所得
レベルの低い人達がより多くの保有環境リスクを負担していることがわかった。さらに，
自然資源損害賠償制度を導入することで，すべての人の保有環境リスクを低減させるとと
Hosei University Repository
13 
もに，その保有環境リスクの逆進性を緩和させることができることも明らかになった。か
つて，ナホトカ号事件で自然資源の損害が生じたが，自然資源損害賠償制度が注目される
ことはなかった。理由は，専門家の知識不足によると考えられる。現在は，EU において自
然資源損害賠償制度の導入が進んでいることで，自然資源損害賠償制度が徐々にではある
が注目されつつある。そして，自然資源損害賠償制度の導入を支持するのは，所得レベル
の高い社会的影響力の大きい人たちと考えられることから，今後なんらかの事件を契機と
して，それらの所得レベルの高い人たちの間で自然資源損害賠償制度に関する公共圏が形
成されれば，かつての製造物責任法がそうであったように，産業界の反対を受けながらも
自然資源損害賠償制度が導入される可能性がある。そのような状況が近い将来に訪れるこ
とを期待したい。 
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